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2010 年日本政府年次報告 

「労働監督に関する条約」（第８１号） 

(2008 年 6 月 1 日～2010 年 5 月 31 日) 
                                                               

１．質問Ⅰについて 

  前回までの報告に変更または追加すべき事項はない。 

 

２．質問Ⅱについて 

前回までの報告に変更または追加すべき事項は以下のとおり。 

 〔第３条関係〕について 

前回までの報告の末尾に「さらに、労働基準監督官は、８１号第３条第１項の業務   

のほかに、労働基準法における災害補償に係る規定のうち監督指導に関する業務等も

行っている（厚生労働省設置法第４条、第２１条、第２２条）。」を追加する。 

 

 〔第４条関係〕について 

前回までの報告中、「（鉱山保安法第４５条）」を、「鉱山保安法第５１、５２、５

４条」に改める。  

 

〔第５条関係〕について 

前回までの報告中、「鉱山保安法第５１条」を、「鉱山保安法第５１、５２、５４

条」に、「また、労働者を代表する委員及び使用者を代表する委員を含む労働政策審

議会が厚生労働省に設けられ、労働政策に係る所掌事務に関する重要事項を調査・審

議する等重要な協力機関としての役割を果たしている（厚生労働省設置法第９条、労

働政策審議会令第３条）。」を「「また、労働者を代表する委員及び使用者を代表す

る委員を含む労働政策審議会が厚生労働省に設けられ、労働政策に係る所掌事務に関

する重要事項を調査審議する等重要な協議機関としての役割を果たしている（厚生労

働省設置法第９条、労働政策審議会令第３条）。」に改める。 

 

 〔第７条関係〕について 

 前回までの報告中、「労働基準監督官の任務遂行に必要な訓練を行うため、厚生労働

省に労働研修所が置かれている（厚生労働省組織令第１４２条）。」を「労働基準監

督官の任務遂行に必要な訓練を行うため、厚生労働省に独立行政法人労働政策研究・

研修機構が置かれている（独立行政法人労働政策研究・研修機構法第１２条）。」に

改める。 

 

 〔第９条関係〕について 

 前回までの報告中、「労働基準監督官に衛生、電気、機械、土木建築、化学等に関

する専門技術を有する者を任用しているほか、独立行政法人労働安全衛生総合研究所

が設けられ、これらが工場事業場における災害予防及び職業性疾病予防について専門

的な観点から調査研究を行っている（労働省組織令第６１条及び第６２条）、」を「労

働基準監督官に衛生、電気、機械、土木建築、化学等に関する専門技術を有する者を

任用しているほか、独立行政法人労働安全衛生総合研究所が設けられ、これらが工場

事業場における災害予防及び職業性疾病予防について専門的な観点から調査研究を

行っている（労働省組織令第６１条及び第６２条、労働安全衛生法第９６条の２及び
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第９６条の３）。」に改める。 

また、「独立行政法人労働安全衛生総合研究所が事業場における災害予防及び職業

性疾病予防について専門的な観点から調査研究を行っている（労働安全衛生総合研究

所法第１１条）。」を削除する。 

 

 〔第１０条関係〕について 

労働基準監督官の数は、本条各号の事項を十分考慮して決定されている。 

２０１０年３月３１日現在において、専門技術者を含む労働基準監督官３９４９人

が配置されており、各都道府県別の配置数は下表のとおりである。 

 

都道府県別労働基準監督官数（２０１０年３月３１日現在） 

 

北海道 160 東京 357 滋賀 42 香川 45 

青森 53 神奈川 165 京都 89 愛媛 53 

岩手 51 新潟 93 大阪 259 高知 39 

宮城 65 富山 50 兵庫 162 福岡 135 

秋田 49 石川 51 奈良 39 佐賀 40 

山形 47 福井 41 和歌山 47 長崎 55 

福島 77 山梨 37 鳥取 34 熊本 55 

茨城 83 長野 89 島根 38 大分 47 

栃木 72 岐阜 83 岡山 70 宮崎 48 

群馬 71 静岡 121 広島 103 鹿児島 50 

埼玉 126 愛知 196 山口 74 沖縄 43 

千葉 103 三重 67 徳島 35 本省 40 

 合計 3949 

 

鉱務監督官については、２０１０年６月１日現在１２２人であり、各地区別の員数

は下表のとおりである。 

 

 地区別 現在員数 地区別 現在員数 

北海道 

東北 

関東 

中部 

近畿 

   ２１ 

   １５ 

   ２０ 

   １０ 

   ７ 

中国 

四国 

九州 

那覇 

本省 

   １２ 

    ７ 

   １７ 

    ５ 

     ８ 

 合計 １２２ 

 

〔第１４条関係〕について 

 前回までの報告中「並びに労働基準法施行規則第５７条」を削除する。 

 

 〔第１７条関係〕について 

 前回までの報告中「最低賃金法第３９条」を、「最低賃金法第３３条」に改める。 
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 〔第１８条関係〕について 

 前回までの報告中「労働安全衛生法第１１６条から１２２条まで」を「労働安全衛

生法第１１６条から第１２３条まで」に、「作業環境測定法第５２条から第５６条ま

で」を「作業環境測定法第５２条から第５７条まで」に、「最低賃金法第４４条から

第４６条まで」を「最低賃金法第３９条から第４２条まで」に改める。 

 

 〔2009 年条約勧告適用専門家委員会の直接要請（ダイレクト・リクエスト）〕につ

いて 

○連合が表明した懸念に対して有用と思われる情報について 

労働政策に関し、その重要事項については、公労使三者構成の労働政策審議会で

調査審議することとされており、労働基準監督署の再編整理についても労働政策審

議会に報告している。 

また、労働基準監督署の再編整理に当たっては、地域の行政需要の変化や交通事

情等を総合的に勘案し、再編整理の対象を選定しており、再編整理により影響を受

ける地域の労使をはじめとした関係者に対し、説明を十分に行うとともにご意見を

伺うなど、地域の実態を踏まえ、慎重かつ適切な対応に努めている。 

 

○条約第３条１（b）について 

 労働基準監督機関においては、法定労働条件の履行確保を図るため、的確かつ

積極的な監督指導等を行うとともに、申告・相談がなされた場合には、申告・相

談者が置かれている状況に意を払い、その解決のため迅速かつ的確な対応を行っ

ている。 

具体的には、一昨年の急速な景気悪化局面においては、特に、厳しい経済情勢

下での労務管理のポイントをまとめたパンフレットを作成し、労働条件の確保に

向けた適切な労務管理を実施するよう啓発指導を図った。また、2006年４月から

施行された改正労働安全衛生法に関する各種パンフレットを使用し、その周知徹

底に取り組んだ。 

なお、取り扱われた問題、対象となった経済部門等に関しては、年度が始まる

際に「地方労働行政運営方針」を定め、各労働基準監督機関で重点的に取り組む

べき事項を通達している。 

 

○第８条について  

２００９年度の労働基準監督官の女性採用比率は約２０％（女性職員２０名／

２１年度採用者数９９名）、２０１０年度の労働基準監督官の女性採用比率は約

２７％（女性職員２６名／２２年度採用者数９６名）となっており、女性の採用

比率は上昇している。 

 

  給与の俸給別の監督官の男女別の割合は、以下の通り。 

 女性 男性 

１～２級 ２２％ ７８％ 

３～４級 １２％ ８８％ 

５級以上 ７％ ９３％ 
（注）国家公務員である労働基準監督官の俸給は、その職務の複雑、困難及び責任の度に基き、
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且つ、勤労の強度、勤務時間、勤労環境その他の勤務条件を考慮して決定される。１～２級は係

員級、３～４級は係長級、５級以上は課長補佐級以上となっている。 

 

近年、採用者数に占める女性の割合は増加傾向にあり、２００１年度～２００５

年度までの新規採用者に占める女性の割合は平均すると１４％であったが、２００

６年度～２０１０年度までを平均すると２３％となっている。 

  ２００１年度～２０１０年度までの新規採用者に占める女性の割合は平均する

と２割にも満たないため、全体として女性監督官が少ない状況が現在まで継続して

いると考えられる。 

引き続き、採用募集パンフレットに労働基準監督署等に勤務する女性監督官の勤

務内容やメッセージを掲載する等の措置を講じるとともに、労働基準監督官として

入省するに当たって抱く疑問や不安に適切に対処するために合格者を対象とした

説明会を全国１０か所で実施し、その実施に当たっては、説明者に先輩女性監督官

を含める等の工夫を行い、採用の促進に努めている。 

また、労働基準監督官採用試験にかかる受験勧奨に当たっては、特に、監督官を

志望する女性を対象とした、人事院が主催する「女子学生のための公務員セミナー」

（2008年、2009年実施）に現役の女性監督官をパネリストとして派遣し、参加者

からの質問等に返答するなど、積極的な対応を図っているところである。 

あわせて、監督官を志望する女性を対象とした、人事院のホームページ内の「女

性職員からのメッセージ」において、現役の女性監督官が、監督官の業務内容、仕

事と家庭・育児の両立の実態等についてメッセージを執筆しているなど、積極的な

対応を図っているところである。 

 

＜労働基準監督官採用試験実施・採用状況＞ 

 

申込者数（人） 最終合格者数（人） 採用者数(人) 

 
うち

女性 

女性割

合 
 

う

ち

女

性 

女性割

合 

 う ち

女性 

女 性

割合 

1978 年度 6974 260 3.7% 146 3 2.1% 93 2 2.2％ 

1988 年度 3456 251 7.3% 245 22 9.0% 119 11 9.2％ 

2001 年度 5290 1199 22.7% 142 17 12.0% 86 12 14.0% 

2008 年度 3120 882 28.3% 131 23 17.6% 60 12 20.0% 

2009 年度 3102 929 29.9% 192 50 26.0% 99 20 20.2% 

2010 年度 3490 1024 29.3% 216 59 27.3% 96 26 27.1% 

（注）表は採用された年度であり、採用試験の実施は前年度に行っている。 

 

 

〔2009年一般的意見（ジェネラル・オブザベーション）〕に対する回答 

○労働監督のための事業場の登録について 

労働基準監督機関は、労働基準法や労働安全衛生法上、事業主に提出義務のある

各種届出や労働者からの相談等による事業場に関する詳細な情報や、労働者を一人

でも雇用した場合に提出する義務のある労働保険成立届等により、把握した情報

を、業務処理の合理化、迅速化を図るため、「労働基準行政情報システム」等にお

いて、適切に管理・運用している。 
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なお、労働基準監督機関は、定期的あるいは労働者からの相談や情報提供を契機

として、事業場情報をもとに、事業場に立ち入り、帳簿などを検査して、労働者の

労働条件について調査を行い、法律違反が認められた場合には事業主に対し、監督

指導を行っている。 

 

３．質問Ⅲ、Ⅳ、Ⅴについて 

 前回までの報告に変更または追加すべき事項はない。 

 

４．質問Ⅵについて 

  本報告の写しを送付した代表的な労使団体は、下記の通り。 

   （使用者団体）日本経済団体連合会 

   （労働者団体）日本労働組合総連合会 


